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第 3 回  5G は地方の何を変えるか
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1	 はじめに

　次世代移動通信システム「5G」は、マスメディ

アで取り上げられる機会も多いことから、通信業界

のみならず、一般の消費者や異業種の事業者の関心

も高まっている。4G から 5G への進化は、単に通

信インフラの技術的進化を意味するのではなく、通

信事業者のみならず、これまで通信と関わりの薄

かった領域に変革をもたらす機会となる。

　本稿では、5G とは何たるか、また 5G が実用に

向けて、現状どのようなフェーズにあるかを説明

し、成果の出始めている実証を紹介したい。本稿の

主題は 5G による地方創生なので、それらについて

も萌芽（ほうが）的な取り組みを述べる。弊社でも

福島県会津若松市をフィールドとした実証プロジェ

クトを推進しており、5G の有用性を検証している。

この取り組みから見えてきた、地域の地場産業への

5G 活用可能性や課題について述べたい。

2　5G の現状

　そもそも 5G とはどのようなもので、現行の 4G

とはどのように異なるのか。

　移動通信システムは、およそ 10 年ごとに世代交

代を経てきており、そのたびに通信機能・性能が飛

躍的に向上してきた。5G は、「高速・大容量（eMBB: 

enhanced Mobile Broadband）」「多数同時接続（mMTC: 

massive Machine Type Communications）」「低遅延・

高 信 頼 性（URLLC: Ultra-Reliable and Low Latency 

Communications）」という三つの特徴を有しており、

4G と比較すると、通信速度は 100 倍、通信容量は

1,000 倍、同時接続端末数は 100 倍、遅延は 10 分

の 1 と、これまでと同様に大幅な通信機能・性能の

向上が見込まれる。

　では、5G はなぜ必要で、商用化されるとわれわ

れの生活はどのように変化するのだろうか。

　2020 年代には、2010 年と比較して移動通信の

トラフィック量が 1,000 倍に達するとの予測もあ

るように、今後は増加するトラフィックへの対応が

必要不可欠となる。4G の通信容量が今すぐに上限

に達するというわけではないが、5G によって通信

速度・容量が向上すれば、トラフィックが増加の一

途をたどる中で、都心部などの通信量が極めて多い

エリアにおいても高品質の通信が確保されることが

期待できる。加えて、5G は多数同時接続や低遅延

といった特徴も有するが、これらは IoT の実現を可

能にするために必要となる要素である。今後本格化

する IoT 時代では、さまざまなモノがインターネッ

トにつながり、そこで生成される膨大なデータが収

集・分析・連携されることで、さまざまな産業にお

ける新たな付加価値の創出や社会的課題の解決・地

方創生が期待されているが、5G はその時代におい

て重要な産業インフラとなり、われわれの生活を激

変させる可能性を持つ。

　一方で、5G の商用化に向けては、通信事業者な
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どによるインフラ・関連技術の整備だけでなく、政

府による政策や規制改革などの後押しが必要である。

　米国は 5G の早期商用化に最も積極的な国の

一つである。連邦通信委員会（FCC: Federa l  

Communications Commission）は、2018 年 3 月

に小型の基地局設置に関する規制の緩和を発表し、

これまで膨大な時間とコストがかかっていた手続

きの一部が簡素化されることとなった。さらに、

2018 年 11 月には 5G 向けの周波数オークション

が実施される予定である。米二大通信事業者である

Verizon と AT&T は、固定無線アクセス向けではあ

るものの、2018 年内の 5G 商用化を計画している。

　英国では、2018 年に入ってから 5G の商用化に

向けた動きが高まり、2018 年 3 月には世界に先駆

けて周波数オークションが実施され、落札した通信

事業者に免許が発行されている。英通信事業者の一

つである EE は、早ければ 2019 年後半にも 5G サー

ビスを開始する。

　アジアに目を向けると、5G の商用化一番乗りを

目指していた韓国は、2018 年 2 月に自国で開催さ

れた平昌（ピョンチャン）オリンピックにおいて、

5G を用いたリアルタイム高精細映像配信の実証実

験を行った。また、2018 年 6 月には周波数オー

クションが実施され、携帯キャリア大手 3 社の SK 

Telecom、KT、LG U+ は協力体制を築き、2019

年 3 月に米国に次ぐ商用化を狙う。

　中国では、政府より 2020 年までに 5G の商用化

を狙うことが「第 13 次 5 カ年計画」において発表

され、大手通信事業者は商用化に向けた 5G ネット

ワーク構築・試験などに着手している。

　一方、日本では、2020 年の東京オリンピック開

催に合わせ、世界に先駆けて商用化を目指していた

が、2018 年に入ってから米国などの通信事業者が

商用化スケジュールを前倒ししてきたことを受け、

図表 1　5G の商用化に向けた各国の動向

出所）NRI作成



3

Vol.184
November 2018

三大携帯キャリアは当初の計画を前倒しし、2019

年より一部エリアで 5G の一部サービスを開始する

計画を示している。なお、5G 向けの周波数帯につ

いては、現在は実験用にのみ開放されているが、総

務省は 2018 年度末までに周波数の割り当てを決定

する方針である。

3	 5G ユースケース（活用事例）の現状

　商用化に向けて 5G の開発・整備が進む中、5G

の普及を促進させるためには、「5G ならではのサー

ビス」の登場が不可欠である。もともと 2020 年の

東京オリンピック開催に向けていち早く商用化を計

画していた日本では、サービス展開に向けた課題が

技術開発からユースケース開発に移りつつある。

　5G の応用先として最も有望とされている分野の

一つは自動運転である。特に、自動運転の中でもレ

ベル 5 といわれる完全自動運転は、5G がなければ

実現することはできない。完全自動運転の時代で

は、多種多様なセンサーが自動車に搭載され、それ

らから取得したデータをクラウド上で高速に処理す

ることで自動車を最適に制御することになる。つま

り、複数のセンサーを同時に稼働・通信させる必要

があるが、このときに 5G の「高速・大容量」「多

数同時接続」という技術が必要となる。また、自動

運転をより高度化するために、車載センサーだけ

ではなく、車車間・路車間通信（V2X: Vehicle to 

Everything）によって自動車とあらゆるモノが直接

通信を行うようになる。時速 100km で走行した場

合、わずか 1 ミリ秒の間に 2.77cm 進むという環境

の中で、さまざまな情報をリアルタイムに受信して

瞬時に正確な判断を行うためには、5G の特徴の一

つである「低遅延・高信頼性」も不可欠な要素となる。

　しかしながら、自動運転がレベル 5 に到達し、同

分野において 5G が最大限に活用される未来がすぐ

に来るかというとそうではなく、本格的な実現は

2030 年代といわれているように、10 年以上の時間

を要することになるだろう。

　ただし、5G を活用したサービスの展開自体は遠

い未来の話ではない。より短期的なサービスの商用

化に向けて、ユースケース実証の取り組みはすでに

始まっている。日本では、2017 年度に総務省が 5G

時代の新たな市場創出に向けて「5G 総合実証試験」

を開始した。さらに、2018 年に入り、NTT ドコモ

とソフトバンクはそれぞれ「ドコモ 5G オープンパー

トナープログラム」と「5G × IoT Studio」という

取り組みを開始し、さまざまな企業と 5G による新

たな価値の創出を狙う。KDDI もこれに追従するよ

うに、顧客企業との 5G・IoT 関連ビジネスの開発

拠点となる「KDDI DIGITAL GATE」を 2018 年 9

月に開設した。こうした取り組みによって、実証レ

ベルではすでにさまざまな産業において具体的な成

果が出始めている。以下にその例として、三つの取

り組みを紹介する。

1）	 建設機械の遠隔操作（ソフトバンク×大成建設）

　ソフトバンクは、大成建設と共同で建設現場にお

ける 5G を活用した実証事業を実施している。大成

建設が開発した遠隔操作と自律制御が可能な建設シ

ステムによる建設現場における「働き方改革」を目

的とした実証と、同じく大成建設が開発した力触覚※ 1

伝達型遠隔操作システムを 5G と連携させる試験を

実施したと、それぞれ2018年3月と9月に報告した。

　3 月に報告した実証では、LTE と比較して、建設

機械の制御信号と高精細カメラの映像を伝送速度

10 倍、遅延時間 10 分の 1 で通信できることが確

認された。これにより、建設現場の状況確認や建設

機械の制御などを遠隔から行うことが可能になると
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している。なお、2018 年度からは、商用化に向け

て本格的な取り組みを開始している。

　9 月に報告した試験では、力触覚を伴う作業を遠

隔から通信による遅延や映像の乱れなく実現できる

ことが検証された。

2）	 VR（Virtual Reality）※ 2 

	 お買い物体験（KDDI × JR 東日本）

　KDDI と JR 東日本は、2018 年 1 月に「南三陸

さんさん商店街へ瞬間移動 au 5G で現地体感イベ

ント」と題して、5G 通信を用いた VR ライブストリー

ミング配信の実証をイベント形式で実施した。

　同イベントは、JR 上野駅構内の特設会場と約

360km 離れた南三陸さんさん商店街を 5G で伝送

される 360° VR 映像によってリアルタイムで接続

し、東京にいながら南三陸さんさん商店街の散策や

ショッピングを疑似体験できるというものであった。

　このように、5G と VR などの最新技術の融合に

よって現地の魅力を擬似的に体験してもらい、実際

にそこに訪れたいという意欲を喚起することで、観

光産業の活性化につなげられることが期待される。

3）	 遠隔診療サービス（NTT ドコモ× NEC）

　同実証は、NTT ドコモが総務省より請け負った

2017 年度「人口密集地において 10Gbps を超える

超高速通信を可能とする第 5 世代移動通信システム

の技術的条件等に関する調査検討の請負」の一部と

して、NEC をパートナーとし、和歌山県、和歌山県

立医科大学の協力のもと、2017 年度に実施された。

　同実証では、和歌山県立医科大学と約 30km 離

れた国保川上診療所（日高川町）との間で、4K 対

応テレビ会議システムによるリアルタイムコミュニ

ケーションや 4K 接写カメラによる高精細な患部画

像の共有など、5G を含む高速通信ネットワークを

活用した映像伝送の検証を行った。

　4K 対応テレビ会議では、臨場感が増すことによっ

て患者とその場でやり取りしているような感覚での

コミュニケーションができるようになり、また、高

精細画像では、皮膚の質感や患部の状態もより鮮明

に伝わるようになるなど、遠隔での診療をサポート

可能なことが実証された。遠隔診療サービスが拡大

すれば、医療分野における地域格差の是正にもつな

がる。

　さらに、5G を活用した地域課題解決をテーマに

した萌芽事例も出始めている。上記の「南三陸さん

さん商店街」の事例もその一つであるが、それ以外

にも、NTT ドコモが沖縄に常設となる 5G の技術検

証環境「ドコモ 5G オープンラボ OKINAWA」を開

設し、5G などの通信技術を活用して沖縄県の発展

に貢献する取り組みを推進している。例えば、凸版

印刷などと共同で、修学旅行生に対して歴史の学習

体験を 5G および VR ／ AR ※ 3 コンテンツを用いて

行う実証実験を2018年12月に実施する予定である。

４	 会津若松市における「5G を活用した酒造り」	

	 プロジェクト

　ここまで、5G に関する先行的な取り組みを紹介

した。弊社においても、総務省より受託したプロジェ

※ 1　モノに触れたりモノを持ったりし
たときの「硬い」「柔らかい」といった
皮膚の感覚
※ 2　創造された仮想世界を現実のよう
に感じさせる技術や概念で、「仮想現実」
と訳される
※ 3　Augmented Reality：実在する風
景の上に、スマートフォンのカメラなど
を通じてデジタル情報を重ねて見えるよ
うにし、その場所に関する情報を得られ
るようにする技術や概念で、「拡張現実」
と訳される



5

Vol.184
November 2018

クト「郊外において高速データ伝送や IoT サービス

等を支える次世代モバイルシステムの技術的条件等

に関する調査検討」※ 4 において、会津若松市の地

場産業である「日本酒造り」を 5G・IoT で革新す

ることにチャレンジしている。

　舞台は福島県・会津若松市。福島県は全国新酒鑑

評会の金賞受賞数で 6 年連続日本一を誇る酒どころ

であり、数多くの蔵元がしのぎを削っている。一方、

日本酒の国内販売量（消費量）は年々低下し、ピー

ク時の 1975 年度には 167 万 kl であったものが、

2000 年度には 100 万 kl を下回り、2016 年度には

53 万 kl となっており、定期的に「日本酒ブーム」は

発生しているものの、市場自体は縮小の一途にある※ 5。

　このような状況の中で、弊社は会津若松市に酒蔵

を置く榮川酒造※ 6 の協力を得て、酒造りの工程に

5G・IoT の技術を活用した実証を企画、遂行してい

図表 3　遠隔でのリアルタイムモニタリングの様子

出所）NRI撮影

図表 2　ドローンによる農地撮影の様子

出所）NRI撮影
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る。具体的には酒造りの手順を、稲作、醸造、流通、

販売と四つのプロセスに分け、それぞれをユース

ケースとして 5G 等の通信を活用した ICT ソリュー

ションを実装し、高度化・効率化を図ろうとしている。

　稲作では、農地全体の生育状況把握が困難なため

施肥量の調整が難しい、高齢化する農家にとって遠

隔地にある農地への移動は負荷が高い、といった

問題がある。そこで、本実証ではドローンで上空か

ら農地全体を撮影し、農地に行かずとも施肥・収穫

判断ができるようにすることで業務負荷の低減を図

る。具体的には、飛行ルートを事前に設定し、指定

した時間にドローンを自律飛行させ、空撮した映像

をリアルタイム伝送することで、酒蔵や自宅からの

モニタリングを可能としている。

　本実証を通じて、どのようにドローンを飛行させ

れば農家による遠隔目視判断が可能かを明らかにす

る。また、施肥・収穫判断を人の目を介さずに行う

べく、色調解析などの分析手法を開発する予定である。

　醸造では、酒造りの工程はいったん始まると土日

でも休みを取ることができないため杜氏（とうじ）

の負担が大きいことや、杜氏の引退に伴い醸造管理

のノウハウが失われるといった問題がある。そこで、

本実証では 4K カメラで撮影した高精細動画を 5G

で伝送し、管理棟や杜氏の自宅でも醸造工程を監視

できるようにする。撮影した動画は、知見伝承のた

めのコンテンツとして活用するだけでなく、ビッグ

データとして整理・蓄積し、工程管理に人工知能（AI: 

Artificial Intelligence）を導入することによって、

異常検知や次工程への判断の自動化を目指す。

　流通では、特に生酒において配送中の適温管理を

維持できない可能性があり、大消費地や海外への出

荷ができないといった問題がある。本実証では、輸

送時にバッテリー内蔵型の RFID 温度ロガータグ※ 7

を同封し、輸送中の温度をリアルタイムで監視する。

　販売では、酒造会社社員による都心部販売店など

への出張 PR はコストが高いため PR 内容が試飲に

とどまってしまっている、海外向けの PR において

は言語の壁がある、といった問題がある。本実証で

は、試飲によって単に商品の魅力を伝えるだけでは

なく、背景にあるストーリーを付加価値とするため、

酒蔵の内部や醸造工程を撮影した動画をライブスト

リーミングし、試飲会の場で VR を通じて消費者に

体験してもらうことで販売成約率の向上を図る。

　なお、上記に記載した会津若松市の酒造り 4 工

程における問題と解決のアプローチに加え、本プロ

ジェクトにおける具体的な検証方法を図表５で整理

した。

※ 4　KDDI 株式会社および會津アク
ティベートアソシエーション株式会社と
の 3 社コンソーシアムにて受託
※ 5　国税庁課税部酒税課調べ
※ 6　本社および醸造所を福島県耶麻郡
磐梯町に置く
※ 7　センサーなどにより計測・収集し
たデータを記録するタグ

図表 4　実証に用いる榮川酒造のもろみタンク
　　　　（実証中はフタを常時開放）

出所）NRI撮影
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５	 5G による地方創生のアプローチ

　会津若松市におけるプロジェクトは現在進行中だ

が、この経験を通じて、5G の活用による地方創生

のアプローチの糸口が見えてきた。本誌 9 月号にお

いて、デジタル化を「実社会（ヒト・モノ・環境）

の状況をデジタルデータで表現し、同データをコン

ピューターが処理した結果を、実社会にフィード

バックすることで、実社会が抱える課題解決や新た

な価値創発を目指すこと」と定義した※ 9 が、この「実

社会の状況をデジタルデータで表現」という点にお

いて、第 3 章の先進事例と、第 4 章の会津若松市で

の取り組みより、5G によって特に期待されるのは

「動画データの活用」であることがわかる。

　特に 5G 時代の動画系ソリューションは、「4K カ

メラ等を用いた高精細動画を」「リアルタイムで」

取り扱えることが特徴的である。

　動画系ソリューションは汎用（はんよう）性が高

い。例えばこれまで農業への IoT 活用といえば、土

中センサー等で水分量や肥料量を検知するようなソ

リューションが挙げられてきたが、動画であればカ

メラを設置し、作物の生育状態を直接見ればよい。

工場 IoT では、ラインに設置した工作機械にセン

サーを組み込んでエラーを検知するのではなく、エ

ラー時に点灯する信号をカメラで撮影し、その点灯

図表 5　会津若松市での 5G 酒造り実証※ 8

出所）NRI作成



8

Vol.184
November 2018

を検知するだけでよくなる。既存のシステムにセン

サーを組み込むのは手間がかかるが、カメラによる

代替は導入の負荷も低い。

　これまでは動画の伝送に伴う通信負荷が大きかっ

た。そのためネットワークにつながれたカメラと

いえば、画質が粗く、フレームレート※ 10 も小さく

せざるを得なかった。だが 5G 時代となれば、高

精細な 4K カメラがより身近なものとなる。すでに

Beyond 5G や 6G の議論も始まっており、通信イ

ンフラは今後もますます高速化していくことは間違

いなく、また 4K カメラや 8K カメラ等、カメラの

高精細化も進んでいくことから、動画系ソリュー

ションは飛躍的に高度化することが期待される。

　また、デジタル化の定義における「コンピューター

が処理した結果を、実社会にフィードバック」とい

う点については、もちろん AI の活用が期待される

が、本誌 10 月号で、地方都市には AI 活用を進め

るだけの情報関連産業の集積がないからデータが集

まらず、データが集まらないから AI 化が進まない、

という問題構造を指摘した通り※ 11、一歩踏み出す

工夫が必要となる。

　会津若松市においても、伝統産業である酒造りへ

の AI 活用については否定的な意見もある。AI 化を

図るだけの技術や人材が不足しているというのもあ

るが、農家や職人、技術者の経験と知見に基づく営

みを、AI に代替できるはずがないという不信感も

その一因となっている。加えて、伝統産業では手作

り感などの人間的要素が商品の価値をさらに高める

が、AI 化＝人間味のない単なる大量生産になって

しまい、ブランド価値が損なわれてしまうのではな

いかという懸念の声も聞かれる。

　そこで本稿では、まず「遠隔監視」というアプロー

チから始めることを提案したい。農家も杜氏も業務

の負荷低減への要望から、遠隔監視に対するニーズ

はあり、ソリューションの導入に踏み出しやすい。

5G 環境下では、遠隔監視に高精細動画を扱えるよ

うになる。高精細動画と職人の知見をセットで蓄積

図表 6　稲作や醸造における管理パラメーター

出所）NRI作成

※ 8　5G のみに照準を定めた取り組み
ではないため、5G 以外の通信を利用し
たユースケースも存在する
※ 9　NRI Public Management Review 
Vol.182　シリーズ：地方創生×デジタ
ル化　
第 1 回 「デジタル化による地域課題解決
と産業創発への期待」
※ 10　動画が 1 秒あたり何枚の静止画
によって構成されるかを表す単位
※ 11　NRI Public Management Review 
Vol.183　シリーズ：地方創生×デジタ
ル化 
第 2 回 「小規模都市で AI の利活用を実
現させるには」
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すれば、AI の導入は時間の問題である。参考までに、

会津若松市のプロジェクトにおいて、稲作、醸造の

際に農家、杜氏が工程管理のためにモニタリングし

ているパラメーターと、われわれが撮影した動画で

管理しようとしているパラメーターを図表 6 にまと

めた。

　図表６のように、稲作や醸造を画像・動画だけで

管理できるかはまさに今回の検証内容であるが、も

しこれが可能となれば、農家が農地に行くことや、

杜氏が酒蔵に行くことは最低限でよくなる。AI の

導入も見据えて、現在われわれは、遠隔監視ソリュー

ションを提供しつつ、農家および杜氏が管理してい

るパラメーターと高精細動画をセットで蓄積しよう

としている。

　杜氏も 24 時間醸造工程を目視しているわけでは

ない。蓄積した高精細動画は、杜氏が過去に持って

いなかった新たな知見を提供してくれるのではない

か。われわれは、このような取り組みを通じて、杜

氏の業務を AI などの ICT ソリューションで代替す

ることによる効率化ではなく、杜氏が新たな知見を

獲得することで、新商品開発や醸造プロセスの革新

が図られることを目指している。

６	 おわりに

　地方創生に向けて、地場産業への 5G および 5G

環境下で実現される動画系ソリューションの可能性

について述べてきた。最も伝えたかったことは、「と

にかく記録する」ということである。デジタルデー

タとして蓄積されなければ、デジタル化は進まない。

また、ただ記録するだけでは足りなくて、その記録

したものが望ましい状態の正常なデータなのか、ア

ラートを出すべき異常なデータなのかを識別するこ

とが AI 化には必要であるが※ 12、地場産業の職人が

高齢化する中、彼らが引退し、既存の知見が失われ

てしまっては、正常か異常かを識別することができ

なくなる。

　画像・動画での記録は汎用性が高く、何を撮影す

るかが工夫のしどころではあるものの、多様なセン

サーを代替することができる。そして、ますますの

通信インフラの高速化・ネットワークカメラの高精

細化によって、ソリューションの継続的な高度化が

期待される。

　「5G」は、来年度には商用化が始まる。それによっ

て、米作りや酒造りさえ変わる可能性がある。われ

われは会津若松市での実証を通じて、地場産業を

5G や IoT で革新するモデルを構築したいと考えて

いる。他の自治体においても、地場産業活性化のた

めのプロセス改革や技能伝承といった課題はあると

思われるが、われわれの構築したモデルを水平展開

し、地域の課題解決に貢献したい。

　5G は「スマホがちょっと速くなる」という変化

のみならず、「自分たちの地場産業を革新する可能

性がある」という期待を持って、5G 世界の到来を

お待ちいただきたい。
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